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平成１５年３月期       中間決算短信（連結）        平成１４年１１月２１日 
 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 
 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 
 ( URL  http：//www.sysken.co.jp/ )  
 問 合 せ 先 責任者役職名 取締役経理部長  
  氏        名 森   豊 康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日 平成１４年１１月 ２１日  
 
１. １４年９月中間期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 

(１) 連結経営成績                             （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
             百万円  ％             百万円      ％            百万円   ％ 
 14 年9月中間期 １０，７７４ （△14.4）      △  ３９６（ － ） △  ３５０( － ） 

13 年9月中間期 １２，５９１ （△ 4.8）            ３４（△78.6）     １１６(△55.5)  
14 年3月期 ３０，５６８      ４１０         ４３８ 

 
  

中間 (当期 )純利益 1株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 1株当 
たり中間（当期）純利益 

            百万円  ％       円    銭         円    銭 
 14 年9月中間期     △   ２１５  (  －  )  △    １６．  ４９       －       － 
13 年9月中間期     △     ２６  (  －  )  △      ２．  ０３       －       －  
14 年3月期            ８２          ６．  ３３       －       － 

  （注） ①持分法投資損益      14年9月中間期  △ 16百万円  13年9月中間期  △ 24百万円   14年3月期   △ 35 百万円 
 ②期中平均株式数（連結）  14年9月中間期  13,097,781株   13年9月中間期  13,099,480株   14年3月期  13,099,462株 
 ③会計処理の方法の変更     無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）連結財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当り株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 14 年9月中間期   １５，５７７   ５，６１６ ３６．１ ４２８．９１ 
13 年9月中間期   １７，５２５   ５，８０１ ３３．１ ４４２．８９  
14 年3月期   １９，８９４   ５，９２４ ２９．８ ４５２．２８ 

（注）  期末発行済株式数（連結）  14年9月中間期  13,095,608株   13年9月中間期  13,099,678株   14年3月期 13,099,287株 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
 14 年9月中間期 １，８８２       ３５ △ １，９９２    ５０２ 
13 年9月中間期   ９６５   △   １６９ △     ７８４  １，０６４  
14 年3月期 △ ５５２   △   ４３６        ４７４     ５８９ 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ６社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ４社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） －社（除外）－社    持分法（新規） －社（除外）－社 

 
２．１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
  百万円 百万円 百万円 
 通   期 ２７，０００               ３００  ９０ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ６ 円  ８７銭 
  ※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因 

    によって予想数値と異なる場合があります。 

    なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 ５ページをご参照ください。 
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１．企業集団の概況  

   当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社４社で構成され、その主な事業は電気通信設備工事業、一般土木

工事業及び電気通信材料、工具等の販売業並びに情報処理サービス等であります。各関係会社の事業に係わる位置づ

け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 
(１) 建設事業  
  ・ＮＴＴ工事  ---- 
 

 

  ・一般工事    ---- 

                                                                                
当社がＮＴＴより受注する電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子会

社である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。 
当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を行

っております。 

 (２) 販売事業等 
  ・機器材料    ---- 
    販売 
 
・ ソフト開発  ---- 
 販売 

                                                                                
当社が通信機器の販売を行うほか、子会社 西日本電材(株)、関連会社 九州通信産業(株)
が通信工事材料等の販売を行っております。又、関連会社 九州電機工業(株)が電気通信
設備関連機器等の開発、製造、販売を行っております。 
子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアを設計、開発、販売及び保守を行っており
ます。 
関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。 
子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運輸(株)が通信機器、OA 機器、車両の   
リースを行っております。 

   ・運送業      ---- 
  ・リース業    ---- 
 

 

 事業の系統図は次の通りであります。 

 
得    意     先 

   
 
 

 
 

   

当      社 

建 設 事 業 販売事業等 
 
 
 
 
 
 

  
建 設 事 業 販  売  事  業  等 

子 会社 
明正電設(株) 
西部通信工業(株) 
(株)シスケンエンジニアリング 
(株)ニ－スエンジニアリング 

関連会社 
(有)星州建設 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子 会社 
      西日本電材(株) 
      (株)システムニシツウ 
 関連会社 
      九州通信産業(株) 
      九州電機工業(株) 
      九州電話運輸(株) 
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２．経営方針 

(１) 経営の基本方針 

  当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と 

情報処理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報化社会の発展に貢献 

すべく連結経営を推進しております。 

  この企業理念のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ①人身・設備 

事故“0” ②完全な設備の納入 ③ＣＳ活動向上の行動指針により、全グループをあげて取り組んでおり 

ます。 

 (２) 利益配分に関する基本方針 

  当社は、今後の経営活動に備えた財務体質の強化と、収益状況を勘案しながら、株主への利益還元を重視 

した永続的な配当を基本方針としております。 

  内部留保につきましては、企業体質の一層の強化ならびに今後の事業展開に必要な内部留保金の確保にも 

努め将来における業容拡大の為に有効活用をしていく考えであります。 

 (３) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対応すべき課題 

  当社の主たる取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）は黒字構造転換のための大胆な構造 

改革を実施されたところであり、当通信建設業界に対する投資構造も「需要対応投資型」へ大きく様変わり 

し、当社のみならず全国的な通信建設業界でも在来型の工事で収益を確保するには更なる企業努力が必要で 

あると考えております。 

  しかしながら、インターネットとｉモードの爆発的普及を引き金に高速・大容量のネットサービスの需要 

は益々高まりブロードバンドをキーワードとした多種多様な通信サービスの普及拡大と利用料金の低廉化は 

急速に進んでおり、政府計画の ｅ－ＪＡＰＡＮ構想が着実に現実味を増し、２１世紀はＩＴを中心とした 

ネットワーク社会に変貌しようとしております。 

  このような社会背景を鑑み、当社は、激変する環境に対応すべく中期経営計画「ＮＳ２００４」を策定し 

初年度である２００２年度の「構造改革ステップⅠ」を皮切りに更に「構造改革ステップⅡ」を２００３年 

度に計画実施したいと考えております。 

  当社は、この中期３ヵ年経営計画により今後とも競争力強化と効率化促進を図り、お客様と株主の皆様の 

ご期待にこたえられ、安定した収益が確保できる会社を目指しグループ一丸となって企業価値の向上に努め 

てまいります。 

  中期経営計画「ＮＳ２００４」のコンセプト及び施策は下記のとおりであります。 

  コンセプト 

     ・市場激変、価格競争に対応できる営業力の確保と即応性の強化 

     ・同種工事或いは類似する技術の統合による技術力・機動力の強化 

     ・技術の進展と変革への対応 

     ・受注の変動に柔軟に対応できる組織 
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  主な施策 

    ①２００１年度の実績を契機とするＮＴＴ以外の民需の更なる拡大・開拓 

    ②会社経営の根幹となる安全・品質の確保並びに人材の育成 

    ③変動費・経費のコスト削減 

    ④早期退職者制度の継続による会社のスリム化 

    ⑤営業、施工を中心とした 2本部制組織並びに受注環境の変化に即応できる支店体制への改変 

    ⑥工事の需要に応じて効率的に流動化できる要員の配置 

    ⑦競争力強化のための人件費水準の見直し 

    ⑧年功型から成果主義型への人事制度・評価制度の改革 

    ⑨業容拡大とコスト削減のための分社化の推進 

 

３．経営成績および財政状態 

 (１) 経営成績 

  ① 当中間会計期間の経営成績 

   当中間期におけるわが国の経済は、景気の底入れ感が出て、一部に回復の兆しが見られたものの、不良債権 

問題や株安など先行きへの不安から景気の低迷が続き、設備投資の減少や雇用情勢の好転が期待できず個人消 

費も低迷するなど依然として厳しい状況で推移しました。 

   当社関連の情報通信分野では、インターネットの高速化、コンテンツの高度化に伴い、ＡＤＳＬ（デジタル 

加入者線）やＦＴＴＨ（加入者系光アクセス）によるネットワーク環境のブロードバンド化が進み市場構造が 

急激に変化しております。 

 このような状況のなか、当社及びグループ各社は、情報通信事業を基盤とし、ＮＴＴ関連工事はもとより、 

官需・民需関係の受注拡大を図るため営業体制を強化し、積極的な営業活動に取り組みましたが、景気低迷に 

よる設備投資抑制の影響を受け受注が減少し、その結果受注につきましては、145 億1千7百万円（前年同期 

比75.3％）となり、売上高につきましては、107億７千4百万円（前年同期比85.6%）となりました。 

利益につきましては、変動費の削減や諸経費の節減、希望退職の実施及び組織の改編など経営改善施策に取 

り組んでまいりましたが、経常損失3億5千万円（前年同期比 － %）、中間純損失2億１千5百万円（前年同 

期比－ %）となりました。 

 

  部門別につきましては、以下のとおりです。 

  （建設事業） 

          建設事業においては、ＮＴＴ関連工事をはじめ官需・民需工事の営業体制を強化し受注拡大に向けて積 

        極的な営業活動を展開しましたが、設備投資抑制の影響を受け受注高が大幅に減少しました。その結果、 

        当中間連結会計期間の売上高は86 億9千8百万円（前年同期比84.2%）と前中間連結会計期間に比して 

        16億 3千5百万円の減収となりました。また、損益面につきましては、売上高の減少が影響し営業利益は 

    6百万円（前年同期比2.9％）と前中間連結会計期間に比して2 億2千万円の減益となりました。 

 

（販売事業等） 

                販売事業等においては、厳しい受注環境の中で情報通信関連の材料、商品及び携帯電話の販売等を積極 

        的に行いましたが、当中間連結会計期間の売上高は20 億7千5 百万円（前年同期比92.0％）と前中間連 

        結会計期間に比して1億 8千1百万円の減収、また、競争の激化等の影響により、営業利益は前中間連結 

        会計期間に比して2億7 千6百万円の減益となり、 △ 7千1百万円（前年同期比 － ％）となりました。 



－５－ 

  ② 通期の見通し 

      今後の見通しにつきましては、企業の設備投資は引き続き低迷し、不良債権問題や株安など先行きへの 

        不安から失業率は当面上昇傾向で推移する可能性が高く、また個人消費は低調に推移し、依然として厳し 

        い状況が予測されます。 

      一方、情報通信分野の市場競争は、より厳しさを増しており、建設工事の受注は主要取引先であるＮＴＴ 

        西日本の財務基盤確立にともなう設備投資抑制により、厳しい収益環境が続くものと思われます。 

      このような経営環境のもとで当社およびグループ各社は、通信市場が求めるインターネット需要拡大に 

        積極的に対応した「光ファイバー」をベースとしたブロードバンドビジネスの幅広い展開及び設備維持関 

        連等の受注にグループの総力を上げて取り組んでいるところであり、今後の事業展開に大きく寄与するも 

        のと考えております。 

         また、シスケングループは激変する事業環境に速やかに対応すべく中期 3ヵ年計画「ＮＳ２００４」を 

        策定し、ＮＴＴ関連工事をはじめ官需・民需工事の営業活動を強化し受注拡大に取り組んでおります。 

         さらに、経営の合理化や効率化を図りコスト削減と企業競争力を高め目標利益達成に努力する所存でご 

        ざいます。 

         なお、通期の連結業績見通しにつきましては、売上高は270億円（前期比88.3％）、経常利益は3億円 

        (前期比68.4％)、当期純利益は9千万円（前期比 108.6％）を見込んでおります。 

（単位：百万円） 

 事 業 部 門 別  受注高 売上高  

 建 設 事 業  22,000（△ 9.5％） 22,800（△12.6％）  

 販 売 事 業 等  4,600（△ 3.8％） 4,200（△ 6.2％）  

 合 計  26,600（△ 8.6％） 27,000（△11.7％）  

       （注）受注高、売上高におけるパーセント表示は対前期増減率 

 

 （２）財政状態 

   当中間期における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 

 

    現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の回収等による収入があったものの借入金の返済 

   を行ったため前連結会計期間末に比べ8千7百万円減少し5億2百万円となりました。 

 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間連結会計期間において営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前中間純利益が△3億6千万円 

   であったこと、また、仕入債務が23 億8千6百万円減少したものの、代金の回収により売上債権が52億1 百 

   万円減少したことなどで18 億8千2 百万円と前年同期と比べ9億 1千6百万円の増加となりました。 

 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入、貸付金 

   の回収による収入があったため3千5 百万円と前年同期に比べ2億 4百万円の増加となりました。 

 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済21 億6千6百万円により 

   △19億 9千2百万円と前年同期に比べ12億8 百万円の減少となりました。 
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４．中間連結財務諸表等 

（１）中間連結貸借対照表  

当中間連結会計期間末 
平成14年9 月30日現在 

前中間連結会計期間末 
平成13年 9月 30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年3 月31日現在 

                 期    別 
 科    目 
 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 
 

                                                  

流 動 資 産 ８，４９２ 54.5 １０，３０８ 58.8 １２，６５２ 63.6  

   現 金 預 金 ８１６  １，５７３  ８７０   

    受 取 手 形 ・ 完 成 工 事 未 収 入 金 等  ３，９００  ４，２９７  ９，１０２   

   未 成 工 事 支 出 金 ２，３２４  ３，１８３  １，４０７   

   そ の 他 １，４６８  １，２７２  １，３００   

   貸 倒 引 当 金 △    １６  △    １８    △   ２８   

        

         

固 定 資 産 ７，０８５ 45.5 ７，２１６ 41.2 ７，２４２ 36.4  

 有 形 固 定 資 産 ３，４８３ 22.4 ３，６０９ 20.6 ３，５９２ 18.1  

 建 物 ・ 構 築 物 １，２７１  １，３５４  １，３２２   

   土          地 １，８９０  １，８９９  １，９００   

   そ の 他 ３２０  ３５５  ３７０   

        

 無 形 固 定 資 産 １２３ 0.8 １４５ 0.8 １３８ 0.7  

        

 投 資 等 ３，４７８ 22.3 ３，４６１ 19.8 ３，５１０ 17.6  

   投 資 有 価 証 券 ２，３９５  ２，２２２  ２，３７６   

   破 産 更 生 債 権 等 ５９  ８５０  ５７   

   そ の 他 １，２２６  １，２９２  １，２８１   

   貸 倒 引 当 金 △   ２０２  △   ９０３  △   ２０４   

    
  

  

資 産 合 計 １５，５７７ 100.0 １７，５２５ 100.0 １９，８９４ 100.0  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－７－ 

 
 
 

当中間連結会計期間末 
平成14年9 月30日現在 

前中間連結会計期間末 
平成13年9 月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年3 月31日現在 

             期     別 
             

   科    目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
（負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 
 

                                             

流 動 負 債 ８，７６６ 56.3 １０，５４２ 60.1 １２，８９２ 64.8  

   支払手形・工事未払金等 ２，５４１  ３，２４６  ４，９２７   

   短 期 借 入 金 ４，８３０  ５，６６５  ６，８１０   

   未 成 工 事 受 入 金 ６６０  ５７２  １７６   

   賞 与 引 当 金 ３３９  ４８３  ３９５   

   完 成 工 事 補 償 引 当 金 ２  ２  ３   

   そ の 他 ３９１  ５７２  ５７８   

         

固 定 負 債 １，１４９ 7.4 １，１３３ 6.5 １，０２１ 5.1  

   長 期 借 入 金 ４０２  ４００  ２８９   

   退 職 給 付 引 当 金 ５０７  ４９８  ４８３   

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １４７  １３７  １５４   

   そ の 他 ９２  ９６  ９４   

        

  負 債 合 計 ９，９１６ 63.7 １１，６７６ 66.6 １３，９１３ 69.9  

        

 少 数 株 主 持 分 ４４ 0.3 ４７ 0.3 ５５ 0.3  

        

（ 資本の部）        

 資 本 金 － － ８０１ 4.6 ８０１ 4.0  

 資 本 準 備 金 － － ５６０ 3.2 ５６０ 2.8  

 連 結 剰 余 金 － － ４，７６７ 27.2 ４，８７７ 24.5  

 その他有価証券評価差額金 － － △   ３２７ △ 1.9 △   ３１３ △ 1.5  

 自 己 株 式 － － △     ０ △ 0.0 △     ０ △ 0.0  

  資 本 合 計 － － ５，８０１ 33.1 ５，９２４ 29.8  

        

 資 本 金 ８０１ 5.1 －  －   

 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.6 －  －   

 利 益 剰 余 金 ４，５６７ 29.3 －  －   

 その他有価証券評価差額金 △   ３１１ △ 2.0 －  －   

 自 己 株 式 △     ０ △ 0.0 －  －   

  資 本 合 計 ５，６１６ 36.0 －  －   

      

負債､少数株主持分及び資本合計  １５，５７７ 100.0 １７，５２５ 100.0 １９，８９４ 100.0 

 
 



－８－ 

 

（２）中間連結損益計算書  
当中間連結会計期間 
 
自平成 14年 4月 1 日 

至平成 14年 9月 30日 

前中間連結会計期間 
 
自平成 13年 4月 1 日 

至平成 13年 9月 30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自平成 13年 4月 1 日 

至平成 14年 3月 31日 

          
               期      別 

 
    科    目 
 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額  百分比 

  百万円 ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

 
 

 １.売 上 高  １０，７７４ 100.0 １２，５９１ 100.0 ３０，５６８ 100.0  
 ２.売 上 原 価  ９，９５５ 92.4 １１，３９５ 90.5 ２７，８５３ 91.1  
      売 上 総 利 益  ８１８ 7.6 １，１９６ 9.5 ２，７１５ 8.9  
 ３.販売費及び一般管理費  １，２１５ 11.3 １，１６１ 9.2 ２，３０４ 7.6  
      営 業 利 益  △  ３９６ △ 3.7 ３４ 0.3 ４１０ 1.3  
 ４.営 業 外 収 益  １５８ 1.5 １８４ 1.4 ３４６ 1.1  
      受 取 利 息  １２  ８  １７   
      受 取 配 当 金  １２  １１  ２１  
      投資有価証券売却益  －  ３  －   
      為 替 差 益  －  －  ４３   
      そ の 他  １３４  １６０  ２６４   
 ５.営 業 外 費 用  １１２ 1.0 １０２ 0.8 ３１８ 1.0  
      支 払 利 息  ４８  ５０  １０４   
      為 替 差 損  ２０  １５  －   
      持分法による投資損失  １６  ２４  ３５  
      そ の 他  ２７  １２  １７８  
        経 常 利 益  △  ３５０ △ 3.3 １１６ 0.9 ４３８ 1.4  
 ６.特 別 利 益  ２９９ 2.8 ４９ 0.4 ６８ 0.2  
      固 定 資 産 売 却 益  ３４  ４９  ５１   
      建 物 移 転 等 補 償 金  ２６４  －  １６   
 ７.特 別 損 失  ３０９ 2.9 １７１ 1.3 １８８ 0.6  
      特 別 退 職 金  ３０９  １５８  １６１  
      そ の 他  －  １２  ２７  
 税金等調整前中間(当期)純利益  △  ３６０ △ 3.3 △    ５ △ 0.0 ３１８ 1.0 

 

  法人税・住民税及び事業税  ４５ 0.4 ３３ 0.3 １４６ 0.4  
  法 人 税 等 調 整 額  △  １７８ △ 1.7 △    ２ △ 0.0 ８９ 0.3  
  少数株主利益又は損失（△）  △   １０ △ 0.1 △    ８ △ 0.1 △    ０ 0.0  

  中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  △  ２１５ △ 2.0 △   ２６ △ 0.2 ８２ 0.3  

 
 

（３）中間連結剰余金計算書 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度  
        期  別 

 
   科  目 

自平成14年4月 1 日 

至平成14年9月30日 

自平成13年4月 1 日 

至平成13年9月30日 

自平成13年4月 1 日 

至平成14年3月31日 

 百万円 百万円 百万円 

１．連 結 剰 余 金 期 首 残 高  ４，８７７  ４，９１５  ４，９１５  

２．連 結 剰 余 金 減 少 高  ９３  １２１  １２１  

   株 主 配 当 金  ９１  ９１  ９１  

   役 員 賞 与 金  １  ２９  ２９  

３．中 間 ( 当 期 ) 純 利 益              △  ２１５  △   ２６  ８２  

４．連結剰余金中間期末 (期末)残高                 ４，５６７  ４，７６７  ４，８７７  
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
              （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 

 
 自 平成14年4月 1日 

   至 平成14年9月30日 

   
 自 平成13年4月 1日 

   至 平成13年9月30日 

 
自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月 31日 

                      
期      別 

 
   科      目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
 税 金 等 調 整 前 中 間 (当 期 )純 利 益 △      ３６０ △          ５ ３１８ 
 減 価 償 却 費 １３０ １３３ ２８６ 
 退職給付引当金の増加・減少 (△ )額 ２４ １４ △          １ 
 賞与引当金の増加・減少 (△ )額 △        ５５ ５ △        ８２ 
 貸倒引当金の増加・減少 (△ )額 △        １４ △        １６ ８５ 
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △        ２４ △        １９ △        ３９ 
 支 払 利 息 ４８ ５０ １０４ 
 為 替 差 損 ・ 益 ( △ ) １１ １２ △        ３８ 
 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １６ ２４ ３５ 
 投 資 有 価 証 券 売 却 損 － － １ 
 投 資 有 価 証 券 売 却 益 － △          ３ △          ５ 
 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △        ３４ △        ４９ △        ５１ 
 売上債権の減少・増加 (△ )額 ５，２０１ ４，３１８ △      ４８５ 
 未成工事支出金の減少・増加(△)額 △      ９２１ △  １，２１７ ５５９ 
 たな卸資産の減少・増加  (△ )額 ２９ ２７ △        ２３ 
 仕入債務の増加・減少 (△ )額 △  ２，３８６ △  １，７３３ △        ５２ 
 未成工事受入金の増加・減少(△)額 ４８３ △      ２０１ △      ５９６ 
 未払消費税の増加・減少 (△ )額 △        ４０ △        ２２ △          ９ 
 建 物 移 転 等 補 償 金 △      ２６４ － － 
 特 別 退 職 金 ３０９ － － 
 そ の 他 △      １７２ △      １２５ △        ３８ 
  小           計 １，９７９ １，１９３ △        ３３ 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２７ １９ ３９ 
 利 息 の 支 払 額 △        ５３ △        ４６ △      １０２ 
 建 物 移 転 等 補 償 金 の 受 取 額 １３２ － － 
 特 別 退 職 金 の 支 払 額 △      ３０９ － － 
 法人税等の還付・支払 (△ )額 １０４ △      ２０１ △      ４５５ 
     営業活動によるキャッシュ・フロー １，８８２ ９６５ △      ５５２ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
 有形固定資産の取得による支出 △        １７ △      １１３ △      ２５０ 
 有形固定資産の売却による収入 ４４ ３ ６９ 
 無形固定資産の取得による支出 △          ６ △          ８ △        １６ 
 投資有価証券の取得による支出 △          １ △      １２３ △      ２７５ 
 投資有価証券の売却による収入 － ２９ ３９ 
 その他投資等取得による支出 △        ２１ △        １２ △        ３１ 
 その他投資等売却による収入 ２８ １８ ５４ 
 貸 付 に よ る 支 出 △        ６０ △          ０ △        ５４ 
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ７０ ３８ ２７ 
     投資活動によるキャッシュ・フロー ３５ △      １６９ △      ４３６ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △      ３１４ △      ５０８ △      ２８１ 
 定期預金の払戻しによる収入 ２８１ ４８９ ４８９ 
 短期借入金増加・減少 (△ )額 △  ２，０２９ △      ５３２ ６４０ 
 長 期 借 入 に よ る 収 入  ３００ ２ ２ 
 長期借入金の返済による支出 △      １３７ △      １４６ △      ２８４ 
 配 当 金 の 支 払 額 △        ９１ △        ８９ △        ９１ 
 少数株主への配当金の支払額 △          ０ △          ０ △          ０ 
 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △          ０ △          ０ △          ０ 
 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 － ０ ０ 
     財務活動によるキャッシュ・フロー △  １，９９２ △      ７８４ ４７４ 
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △        １１ △        １２ ３８ 
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加・減少(△)額 △        ８７ △          ０ △      ４７６ 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 ５８９ １，０６５ １，０６５ 
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 ５０２ １，０６４ ５８９ 

 
 



－１０－ 

 
〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕 

 
１． 連結の範囲に関する事項 
 連結子会社    ６社 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、 
 (株)シスケンエンジニアリング、(株)ニースエンジニアリング、以上子会社 
 はすべて連結しております。 
  
２． 持分法の適用に関する事項 
 持分法適用会社 ４社 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、(有)星州建設、 
 以上関連会社に対する投資についてはすべて持分法を適用しております。 
  
３． 連結子会社の中間決算日等に 

     関する事項 

すべての連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）資産の評価基準及び評価方法  
     ① 有価証券 
           その他有価証券  
          時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
          時価のないもの 移動平均法による原価法 
     ② デリバティブ 時価法 
     ③ たな卸資産  
 未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法 
 商品（連結子会社のみ） 最終仕入原価法 
 材 料 貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

（連結子会社は最終仕入原価法） 
   
 （２）固定資産の減価償却方法   
  有形固定資産 主として定率法 
   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一 
   の基準によっております。 
  無形固定資産 定額法 
     
 （３）引当金の計上基準  
 ① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 
   
 ② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
   
 ③ 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る 

1 年間の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。  
   
 ④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生して

いると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異  
（３，３５２百万円）については、７年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
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⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えて内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ております。 

   
 （４）外貨建て資産及び負債の 
   本邦通貨への換算基準            

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。 

  
 （５）リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計
処理によっております。 

   
 （６）ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段  金利スワップ 
   ヘッジ対象  借入金利息 
③ ヘッジ方針 
   金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、金利 
   スワップ取引を行うこととしております。 
④ ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを比較し 
   て判定しております。 

   
 

 
（７）その他の中間連結財務諸表作成 
のための基本となる重要な事項 
 

① 完成工事高の計上基準 
   工事完成基準 
② 消費税等の処理方法 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

  
５．中間連結キャッシュ・フロー 

 計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
償還日の到来する短期投資からなっております。 

  
［追加情報］  
  
自己株式及び 当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計 
  法定準備金取崩等会計 基準」(企業会計基準第１号)を適用しております。これによる当中間期の 
 損益に与える影響は軽微であります。 
 なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期における中間連結貸 
 借対照表の資本の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作 
 成しております。 
 
１．中間連結貸借対照表関係（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
        
  当中間連結会計期間末  前中間連結会計期間末  前連結会計年度末  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，５７９百万円  ２，４６７百万円  ２，５０６百万円  
 (2) 担保提供資産及び担保付債務       
    ① 担保に供している資産       
  建    物 ５６２百万円  ６７５百万円  ６５５百万円  
  土    地 ３５７百万円  ３６１百万円  ３６６百万円  
  投資有価証券 ５７７百万円  ２９５百万円  ３０６百万円  
        
    ② 担保付債務       
  長期借入金 ５１４百万円  ３８６百万円  ３００百万円  
  (１年以内を含む)       
  短期借入金 ７５５百万円  ７５５百万円  ７５５百万円  
        
 (3) 保証債務       
  借入保証 ２１６百万円  ２３８百万円  ２２７百万円  
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２．中間連結損益計算書関係 
  

 (1) 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額 

                                  当中間連結会計期間末    前中間連結会計期間末    前連結会計年度末 

      従業員給与手当 ４７２百万円 ４４１百万円 ９２８百万円  

      賞与引当金繰入額 ７０百万円 ８１百万円 １２３百万円  

      退職給付費用 ９５百万円 １０１百万円 １８６百万円  

  

 (2) 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、 
    連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節 

    的変動があります。 

     

３．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

  

  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

                                  当中間連結会計期間末    前中間連結会計期間末    前連結会計年度末 

  現 金 預 金  ８１６百万円  １，５７３百万円  ８７０百万円  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △ ３１４百万円  △ ５０８百万円  △ ２８１百万円  

  現 金 及 び 現 金 同 等物  ５０２百万円  １，０６４百万円  ５８９百万円  

 
４．リース取引に関する事項 
  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

 当中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額   

 車 両 運 搬 具 265 百万円 235 百万円 30 百万円  

 工 具 器 具 ・ 備 品 126  104  21    
 合 計 392  340  52    

 

 前中間連結会計期間  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額   

 車 両 運 搬 具 344 百万円 264 百万円 79 百万円    

 工 具 器 具 ・ 備 品 126  79  47     
 合 計 471  344  126     

 

 前連結会計年度  

 
 

取得価額相当額 減価償却累計額相当額  期末残高相当額  

 車 両 運 搬 具 264 百万円 213 百万円 51 百万円  

 工 具 器 具 ・ 備 品 126  92  34   
 合 計 391     305     86      

 (2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度  

 1   年   内 46 百万円 79 百万円 74 百万円  

 1   年   超 11  56  18   

合       計 58  135  93   
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 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度  

 支払リース料 40 百万円 55 百万円 94 百万円  

 減価償却費相当額 36  50  85   

支払利息相当額 1  3  5   

 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 
 

 利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ
っております。 

 

５．セグメント情報 
 

 （１）事業の種類別セグメント情報  

    当中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日）         （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 8,698 2,075 10,774       － 10,774 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 16 256 272 (272) － 

計 8,715 2,332 11,047 (272) 10,774 

営 業 費 用 8,708 2,403 11,112 59 11,171 

営 業 利 益 6 △  71 △  64 (331) △  396 

 
    前中間連結会計期間（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）         （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 10,333 2,257 12,591       － 12,591 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 13 426 440 (440) － 

計 10,347 2,684 13,031 (440) 12,591 

営 業 費 用 10,120 2,479 12,599 (42) 12,556 

営 業 利 益 226 205 431 (397) 34 

 

    前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）            （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

  売  上  高      

  （1）外部顧客に対する売上高 26,090 4,477 30,568       － 30,568 

  （2）セグメント間の内部売上高又は振替高 25 1,276 1,302 (1,302) － 

計 26,116 5,754 31,870 (1,302) 30,568 

営 業 費 用 25,126 5,539 30,666 (508) 30,157 

営 業 利 益 989 214 1,204 (793) 410 

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

          (1) 事業区分の方法 

       連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました。 

          (2) 各区分に属する主要な事業の内容 

       建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事及び電気設備工事他 

       販売事業等 ： 電気通信材料工具、ＯＡ機器・ソフト販売及びリース他 
 

    ２．                                        

     当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計期間 主な内容 

 消去又は全社の項目 百万円 百万円 百万円 提出会社本社の経営 

 に含めた配賦不能営 ３３１  ３９９  ７９３  企画部等管理部門に 

 業費用の金額       係る費用 
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 （２）所在地別セグメント情報  

    当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、 

いずれも９０％を超えているため、中間連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１０）に基づき、所在地別 

    セグメント情報の記載を省略しております。 

    前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」 

    の割合がいずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意１１）に基づき、所在 

    地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 （３）海外売上高  

    当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、中間連結 

    財務諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 

    前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上 

    の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 
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完成工事高及び受注高・受注残高内訳  
 

                                            （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度  

 自 平成14 年4月 1 日 自 平成13 年4月 1 日 自 平成13 年4月 1 日  

 至 平成14 年9月31日 至 平成13 年9月31日 至 平成14 年3月31日  

 

 

       区 分 

 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比  

      ％    ％    ％  

 受 建 設 事 業 １２，４２７ 85.6 １６，９７７ 88.0 ２４，３１１ 83.6  

          

 注 販売事業等 ２，０８９ 14.4 ２，３０９ 12.0 ４，７７９ 16.4  

          

 高  

計 

 

１４，５１７ 

 

100.0 

 

１９，２８７ 

 

100.0 

 

２９，０９０ 

 

100.0 

 

          

 売 建 設 事 業 ８，６９８ 80.7 １０，３３３ 82.1 ２６，０９０ 85.4  

          

 上 販売事業等 ２，０７５ 19.3 ２，２５７ 17.9 ４，４７７ 14.6  

          

 高  

計 

 

１０，７７４ 

 

100.0 

 

１２，５９１ 

 

100.0 

 

３０，５６８ 

 

100.0 

 

          

 受 建 設 事 業 １１，６７８ 97.2 １６，３７１ 99.5 ７，９４８ 96.1  

 注         

 残 販売事業等 ３３８ 2.8 ７４ 0.5 ３２４ 3.9  

 高         

   

計 

 

１２，０１６ 

 

100.0 

 

１６，４４７ 

 

100.0 

 

８，２７３ 

 

100.0 
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７．有価証券 
 
  当中間連結会計期間末（平成１４年９月３０日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，６８６ １，１８２ △  ５０３  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ６１ ３０ △   ３０  

 計 １，７４７ １，２１３ △  ５３３  

 
  (2) 時価評価されていない主な有価証券 
                            （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ３４０  

         計 ３４０  

 
  前中間連結会計期間末（平成１３年９月３０日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

中間連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，５６３ １，０３０ △  ５３３  
 債 券 － － －  
 そ の 他 ６１ ３３ △   ２８  

 計 １，６２４ １，０６３ △  ５６１  

 
  (2) 時価評価されていない主な有価証券 
                            （単位：百万円） 

  中間連結貸借対照表計上額  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ３３８  

         計 ３３８  

 
  前連結会計年度末（平成１４年３月３１日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                                            （単位：百万円） 

 
区      分    取   得   原   価 

連結貸借 
対照表計上額 

差   額 
 

 株 式 １，６８５ １，１７１ △  ５１３  
 債 券 － －     －  
 そ の 他 ６１ ３６ △   ２４  

 計 １，７４６ １，２０８ △  ５３８  

 
  (2) 時価評価されていない主な有価証券 
                            （単位：百万円） 

  連結貸借対照表計上額  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） ３３８  
         計 ３３８  

 
８.デリバティブ取引 
   
  当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 
 
   
  

 

 



  

 －個別１－ 

平成１５年３月期       個別中間財務諸表の概要      平成１４年１１月２１日 
 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 

 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 

 (URL  http：//www.sysken.co.jp/ )  
 問 合 せ 先 責任者役職名 取締役経理部長  
  氏        名 森   豊 康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日 平成１４年 １１月 ２１日 中間配当制度の有無 無 
 中間配当支払開始日        該当事項はありません。 単元株制度採用の有無 有 (1単元 1,000株) 
 
１. １４年９月中間期の業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 

(１) 経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
            百万円  ％              百万円      ％               百万円   ％ 
 14年9月中間期 ９，０６１（△15.0）  △ ３７７  （   － ）  △ ２９９（   － ） 
13年9月中間期 １０，６５９（△ 5.6）     １８  （△  84.3） １４８（△  37.6）  
14年3月期 ２６，６５４    ２８１ ３２９ 

 

 

   
中間 (当期 )純利益 １株当たり中間 

（当期）純利益 

        百万円   ％           円    銭 
 14年9月中間期 △ １７３（   － ） △ １３．  ２１ 
 13年9月中間期       ２６（△  44.6）      ２．  ００ 
 14年3月期    ６６      ５．  １０ 
   (注) ①期中平均株式数 14年 9月中間期  13,097,781 株  13年 9月中間期  13,100,000 株  14年 3月期  13,099,462株 
 ②会計処理の方法の変更     無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 
 
  
 

 1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

          円    銭 
 

 14年9月中間期         －    －  
13年9月中間期         －    － 

 

 
14年3月期         ７円  ００銭 

 

 
（３）財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当り株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 14年9月中間期 １２，９５４ ４，４３２ ３４．２ ３３８．４５ 
 13年9月中間期 １４，７３５ ４，６４２ ３１．５ ３５４．４２ 
14年3月期 １７，０４７ ４，６９３ ２７．５ ３５８．２７ 

  (注) ①期末発行済株式数    14年 9月中間期  13,095,608 株  13年 9月中間期  13,100,000 株  14年 3月期  13,099,287株 
  ②期末自己株式数    14年 9月中間期      4,392 株  13年 9月中間期        322 株  14年 3月期       713 株 

 
２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
 
 

1株当たり年間配当金 

 

  
売 上 高 

 
経常利益 

 
当期純利益 

期  末  
  百万円  百万円   百万円 円   銭 円   銭 
 
 通   期  ２３，４００   ２００    １０  ７．００  ７．００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ７６銭 
 （注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
    今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 



  

 －個別２－ 

 

中 間 貸 借 対 照 表  
                                         （単位：百万円） 

当中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の          
要約貸借対照表          
(平成14年3月31日現在) 

期   別 
 
 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 資 産 7,007 54.1 8,657 58.8 11,016 64.6 
   現 金 預 金 449  1,154  457  
   受 取 手 形 158  136  360  

   完 成 工 事 未 収 入 金 3,000  3,279  7,706  
   未 成 工 事 支 出 金 2,128  2,987  1,276  
   そ の 他 1,274  1,104  1,229  
   貸 倒 引 当 金 △      3  △      5  △     15  

       

       
固 定 資 産 5,946 45.9 6,077 41.2 6,031 35.4 
 有 形 固 定 資 産 3,125 24.1 3,233 21.9 3,193 18.8 
   建 物 1,147  1,221  1,192  
   土 地 1,805  1,814  1,815  

   そ の 他 172  196  186  
       

 無 形 固 定 資 産 112 0.9 137 0.9 121 0.7 
 投    資    等 2,709 20.9 2,706 18.4 2,715 15.9 
   投 資 有 価 証 券 1,505  1,359  1,497  

   破 産 更 生 債 権 等 53  844  53  
   そ の 他 1,659  1,661  1,676  
   貸 倒 引 当 金 △    509  △   1,159  △    511  
       
       

       
      

       

資 産 合 計 12,954 100.0 14,735 100.0 17,047 100.0 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 

 



  

 －個別３－ 

 

                                         （単位：百万円） 

当中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成13年9月30日現在) 

前 事 業 年 度 の          
要約貸借対照表          
(平成14年3月31日現在) 

期   別 
 
 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 
（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 負 債 7,518 58.0 9,154 62.1 11,466 67.3 

   支 払 手 形 8  16  67  
   工 事 未 払 金 1,924  2,608  4,182  
   短 期 借 入 金 4,420  5,149  6,278  
   未 成 工 事 受 入 金 608  570  159  
   賞 与 引 当 金 290  415  350  

   完 成 工 事 補 償 引 当 金 2  2  2  
   そ の 他 262  391  425  

       
固 定 負 債 1,004 7.8 937 6.4 887 5.2 
   長 期 借 入 金 356  341  240  

   退 職 給 付 引 当 金 408  362  398  
   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 147  137  154  
   そ の 他 92  96  94  

       
 負 債 合 計 8,522 65.8 10,092 68.5 12,354 72.5 

       
（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 －  801  801  
資 本 準 備 金 －  560  560  
利 益 準 備 金 －  200  200  

そ の 他 剰 余 金 －  3,403  3,444  
   任 意 積 立 金 －  3,171  3,171  
   中間 (当期 )未処分利益 －  232  273  
その他有価証券評価差額金 －  △    322  △    312  
自 己 株 式 －  △      0  △      0  

       
資 本 金 801  －  －  
資 本 剰 余 金 560  －  －  
   資 本 準 備 金 560  －  －  
利 益 剰 余 金 3,379  －  －  

   利 益 準 備 金 200  －  －  
   任 意 積 立 金 3,165  －  －  
   中 間 未 処 分 利 益 14  －  －  
その他有価証券評価差額金 △    307  －  －  
自 己 株 式 △      0  －  －  

       
 資 本 合 計 4,432 34.2 4,642 31.5 4,693 27.5 

       

 負 債 ･ 資 本 合 計 12,954 100.0 14,735 100.0 17,047 100.0 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 



  

 －個別４－ 

 

中 間 損 益 計 算 書  
                                         （単位：百万円） 

当中間会計期間 
 

自 平成14年4月  1日   

至 平成14年9月30日   

前中間会計期間 
 

自 平成13年4月  1日   

至 平成13年9月30日   

前事業年度の        

要約損益計算書 
自 平成13年4月 １日 

至 平成14年3月31日 

                 期   別 
 

 

 

科   目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 

   ％  ％  ％ 

1.完   成   工   事   高 9,061 

 

100.0 10,659 100.0 26,654 100.0 

2.完 成 工 事 原 価 8,480 

 

93.6 9,763 91.6 24,589 92.3 

 完 成 工 事 総 利 益 581 

 

6.4 895 8.4 2,064 7.7 

3.販売費及び一般管理費            958 

 

10.6 877 8.2 1,783 6.7 

    営 業 利 益 △   377 

 

△  4.2 

 

18 0.2 281 1.0 

4.営 業 外 収 益            165 1.8 197 1.8 341 1.3 

    受 取 利 息 11  8  16  
    そ の 他 154 

 

 189  324  

5.営 業 外 費 用           87 0.9 66 0.6 293 1.1 
    支 払 利 息 45  45  95  

    そ の 他 42 

 

 21  197  

    経 常 利 益 △   299 

 

△  3.3 148 1.4 329 1.2 

6.特 別 利 益            297 3.3 49 0.5 68 0.2 

    固 定 資 産 売 却 益 32  49  51  
    建 物 移 転 等 補 償 金 264  －  16  
       
7.特 別 損 失            309 △  3.4 158 1.5 171 0.6 
    特 別 退 職 金 309  158  156  

    ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 －  －  15  
       

 税引前中間 (当期 )純利益 △   310 △  3.4 40 0.4 225 0.8 
 法人税、住民税及び事業税 12 0.1 3 0.1 81 0.3 
 法 人 税 等 調 整 額 △   149 △  1.6 10 0.1 77 0.3 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △   173 △  1.9 26 0.2 66 0.2 
 前 期 繰 越 利 益 187  206  206  
 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 14  232  273  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
 
 
 
 
 



  

 －個別５－ 

 
［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
 

 

 (1) 有価証券 子会社株式および関連会社株式    移動平均法による原価法 
     その他有価証券 時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                                （評価差額は全部資本直入法により処理し、 
                                 売却原価は移動平均法により算定）       
                 時価のないもの  移動平均法による原価法      
 (2) デリバティブ 時価法 
 (3) たな卸資産 未成工事支出金                  個別法による原価法 
 材料貯蔵品                      移動平均法による原価法 
  
２．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産              定率法 
          なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定 
         する方法と同一の基準によっております。 
 無形固定資産              定額法 
  
３．引当金の計上基準 
 

 

(1) 貸 倒 引 当 金 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

    

  (2) 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

    

  (3) 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保による支出に備えるため、当中間期末に至る1年間の完成工

事高に対する将来の見積補償額に基づき計上しております。 

    

  (4) 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更時差異（ 3,023百万円）については、7 年による按分額を費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

    

  (5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額相当額を

計上しております。 

  

４．外貨建ての資産及び負債の 

    本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

      

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

  

  

  



  

 －個別６－ 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっております。 
 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段   金利スワップ 
   ヘッジ対象   借入金利息 
 (3) ヘッジ方針 
   金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、金利スワッ 
   プ取引を行うこととしております。 
 (4) ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを比較して判 
   定しております。 
  
７．その他中間財務諸表作成の 
  ための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法を採用しております。 

  
［追加情報］  
  
自己株式及び 当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計 
  法定準備金取崩等会計 基準第１号）を適用しております。これによる当中間期の損益に与える影響は 
 軽微であります。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の 
 資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
  
［注記事項］ 
 
１．中間貸借対照表関係（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
     

 当中間期 前中間期 前事業年度  

  (1) 有形固定資産の   ２，１２９ 百万円   ２，０５８ 百万円   ２，０６７ 百万円  

        減価償却累計額     
 

  (2) 担保資産及び担保付債務 

          ① 担保に供している資産 

 建 物             ５６２ 百万円       ６７５ 百万円       ６５５ 百万円  

 土 地             ３５７       ３６１       ３６６  

 投資有価証券       ５８４       ２９９       ３１０  

 計   １，５０４   １，３３６   １，３３２  

      

          ② 担保付債務 

 長期借入金       ５１４ 百万円       ３８６ 百万円       ３００ 百万円  

 (１年以内を含む)     

 短期借入金       ７５５       ７５５       ７５５  

 計   １，２６９   １，１４１   １，０５５  
 

  (3) 保証債務       ５４０ 百万円      ６５８ 百万円       ６４１ 百万円  

             
 
２．中間損益計算書関係（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 
  (1)過去1年間の完成工事高 

     上半期の完成工事高と下半期の完成工事高に差異がありますが、当中間期末に至る１年間の完成工事高 
   は次のとおりであります。 
 前事業年度下半期         １５，９９５ 百万円  

 当 中 間 期                  ９，０６１  

 合 計                 ２５，０５６  



  

 －個別７－ 

 

 当中間期 前中間期 前事業年度  

  (2) 減価償却実施額      

            有形固定資産        ６３ 百万円        ６９ 百万円       １３９ 百万円  

            無形固定資産        １５        １６         ３４  

 

  (3) 営業外収益 

          その他のうち主なもの 

            受 取 配 当 金               ２３ 百万円        ２６ 百万円         ３５ 百万円  

            工具等賃貸料               ３９        ４１         ８１  

 

  (4) 営業外費用 

          その他のうち主なもの 

            為 替 差 損        ２０ 百万円        １５ 百万円          －  百万円  

   

３．リース取引関係 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                                                                    （単位：百万円） 

 当中間期 前中間期 前事業年度 

 

 

 

 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期 

末残高 

相当額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末 

残  高 

相当額 

 車両運搬具 273 237 36 344 264 79 281 228 53 

 工具器具・備品 151 109 42 154 101 52 168 111 57 

 合        計 425 346 78 498 366 131 450 340 110 

 

  (2) 未経過リース料の中間期末(期末)残高相当額                  （単位：百万円） 

  当中間期 前中間期 前事業年度  

 １ 年 以 内 54  84  83   

 １   年    超 28  56  33   

 合   計 83  141  117   

 

  (3) 支払リース料等                                    （単位：百万円） 

  当中間期 前中間期 前事業年度  

 支払リース料 46  63  111   

 減価償却費相当額 42  57  101   

 支払利息相当額 2  3  5   

 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 

ついては利息法によっております。 

 

４．有価証券関係 

当中間会計期間（自平成14年4月1日 至平成14 年9月30日）、前中間会計期間（平成13年4月 

   1日 至平成13年9月30日）及び前事業年度（自平成13年4月１日 至平成14年3月31日）の 

   いずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 


